
川崎市平和館平和推進補助事業に係る補助金交付要綱  

最新改正  令和５年１月６日  

（趣旨）  

第１条 この要綱は、市民や団体等が実施する平和推進事業に対する補

助金（以下｢補助金｣という。）の交付に関し、必要な事項を定めるも

のとする。  

（補助対象）  

第２条 次の各号のいずれかに掲げる条件に適合する市民の公益を目

的とする平和推進事業で、市長が補助することを適当と認めたもの

に対して補助金を交付する。  

(1) 核兵器廃絶、軍縮及び非核三原則の完全実施を求める市民による

自主的な平和推進事業であること。  

(2) 武力紛争、人権、差別、環境、飢餓・貧困等の諸問題の解決に寄与

する市民による自主的な平和推進事業であること。  

（暴力団排除）  

第３条 次に掲げる団体は、給付の対象としない。  

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団であ

るとき。  

(2) 対象者で構成する団体の代表者（団体の決定権を有する役員等を

含む。）が法第２条第６号に規定する暴力団員であるとき。  

（補助金の交付金額）  

第４条 補助金の交付金額は予算の範囲内で別表のとおりとする。ただ

し、交付金額の総額が予算の範囲を超えた場合には、予算の範囲内に

なるよう第６条の平和補助事業選定委員会（以下「選定委員会」とい



う。）に諮り、交付金額を決定するものとする。 

２  補助金の交付を申請する者（以下「申請者」という。）が、当該事業

において、参加協力券、整理券又はこれに類するものを発行するな 

ど収入を得るときは、申請事業費からこの収入金額を差し引いた金額

を補助対象の事業費とみなす。  

３  申請者は、当該事業に関し川崎市の他の補助制度（川崎市の補助金

等を原資とする川崎市以外の団体の補助制度を含む。）と重複して補

助金の交付を受けることはできない。  

（補助金の交付手続）  

第５条 申請者は、平和推進事業補助金交付申請書（第１号様式）を市

長に提出しなければならない。  

２  市長は、申請書の提出があったときは、次条の選定委員会に諮り、

補助事業及び交付金額を決定する。  

３  申請時期については、別途定める。  

４  申請は、年度ごとに１団体１事業とする。  

５  交付を決定したときは、すみやかに、その内容を申請者に通知する

ものとする。  

（平和推進補助事業選定委員会）  

第６条 市長は、前条により申請された事業の中から補助事業を選定す

るため、選定委員会を設置する。  

２  選定委員会は、第２条に掲げる補助対象にふさわしい事業を厳正か

つ公正に選定する。  

３  選定委員会の設置及び運営に関し必要な事項は、別に定める。  

（事業報告）  

第７条 申請者は、補助事業が完了したときは、直ちに平和推進事業実



施報告書（第２号様式）に領収書の写しを添付して市長に提出しなけ

ればならない。  

（補助金の返還等）  

第８条 市長は、申請者が補助金を他の用途に使用したとき、交付の決

定若しくは条件等に違反したとき、又は第３条各号のいずれかに該

当するときは、交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

２  前項の場合においては、市長は、取消しに係る部分に関し、期限を

定めてその返還を命じなければならない。  

（委任）  

第９条 この要綱に定めのない事項については、川崎市補助金等の交付

に関する規則（平成１３年川崎市規則第７号）によるほか、市民文化

局長が定めるものとする。  

附  則  

この要綱は、昭和５９年６月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成１３年８月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の要綱の規定は、平成２４年４月１日以降の申請分から適



用し、同日前の申請分については、なお従前の例による。  

附  則  

（施行期日）  

１  この要綱は、平成２６年２月１日から施行する。  

（経過措置）  

２  改正後の要綱の規定は、平成２６年２月１日以降の申請分から適用

し、同日前の申請分については、なお従前の例による。  

附  則  

１  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、平成３１年２月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和元年５月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。  

附  則  

この要綱は、令和５年１月１０日から施行する。  

  



別表（第４条関係） 

補助対象事業費  補助金の交付金額  

市民や団体等が実施する平和推進事業  

補助対象の事業費   20,000 円以上  

50,000 円未満  

 

補助対象の事業費   50,000 円以上     

             100,000 円未満  

 

補助対象の事業費  100,000 円以上     

              200,000 円未満  

 

補助対象の事業費  200,000 円以上     

              300,000 円未満  

     

補助対象の事業費  300,000 円以上    

 

10,000 円  

 

 

20,000 円  

 

 

30,000 円  

 

 

40,000 円  

 

 

50,000 円  

 





 

 

（第１号様式） 

 

平和推進補助事業に係る補助金交付申請書 

          年  月  日 

(あて先)川崎市長 

団 体 名 

代表者住所(〒  －   ) 

 

ふ り が な 

代表者氏名                

                                        生 年 月 日   年   月   日生 

電 話 番 号 

次の事業を実施するため、｢川崎市平和館平和推進補助事業に係る補助金｣の交付を申請します。 

事業の名称  

予算額  

事業目的及び内容 

 

実施手順 

 

事業期間/開催期間  

事業を行う場所  

受益対象者 

（見込人数) 

事業実施主体関係者:      人 

一 般 市 民:      人 

支 払 方 法 １ 口座振込み     ２ 市役所窓口払 

事務責任者 

住所 〒  － 

氏名               電話   （    ） 

FAX   （    ）      ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ          

 ※当該団体の規約、事業計画書(プログラムを含む)及び予算書等を必ず添付してください。 
暴力団又は暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警

察本部に照会することについて同意します。 



 

 

 

  （第２号様式） 

平和推進補助事業実施報告書 

  年  月  日 

 (あて先)川崎市長 

団 体 名 

代表者住所(〒  －   ) 

 

代表者氏名               

代表者電話 

｢川崎市平和館平和推進補助事業｣を次のとおり実施したので、報告します。 

 

事業の名称  

事業期間 

開催期間 

事業期間: 

開催期間: 

事業期間の変更の有無 

(あった場合の理由) 

 

事 業 を 

行う場所 

 事業を行う場所の変更の有無 

(あった場合の理由) 

 

予算額 円 決算額 円 予算額との増減 円の増・減 

受益者数 

事業実施主体関係者:      人 

一 般 市 民:      人 

事業実施

結果報告 

 

事務責任者 

住所 〒  － 

氏名               電話   （    ） 

FAX   （    ）      ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ 

添付書類 

1: 実施した事業がわかる事業写真 

2: 当該事業に使用した配布物、プログラム等 

3: 収支表 

4: 領収書 


